
表2　北海道の木造住宅解体時の廃棄物発生量

表１  北海道における産業廃棄物発生量（平成6年）
図１  建設廃棄物不法投棄量の種類別内訳（全国）
出典：解体・リサイクル制度研究会報告（平成10年10月）

　木質廃棄物の発生量
　北海道における産業廃棄物の発生量は，表1のよう

になっています。第1位は，畜産業の比重が大きい本

道らしく動物の
ふん

糞尿で，木くずは第5位の65万トンで

す。順位は5番目でも，問題が多いのが木くずです

（P.5参照）。

　解体・リサイクル制度研究会報告（平成10年10月）

では，我が国の建設産業は全産業における資源利用量

の5割を建設資材として利用しており，建設工事に伴

い排出される建設廃棄物は，全産業廃棄物排出量の

2割，最終処分量の4割を占めています。さらに，産

業廃棄物の不法投棄量の9割を建設廃棄物が占めると

言われ，中でも木くずの投棄量は最大で（図1），こ

れらの多くは戸建住宅の解体工事に伴い排出される建

築解体廃棄物と言われています。その一例として，築

後30年経過した釧路市の木造2階建住宅（建築年：昭

和44年，延べ床面積：106.42m２）を釧路支庁建設指導

課が解体調査した結果を表2に示します。首都圏の事

例と比べて，深い凍結深度のためコンクリートがらの

発生量が，また鉄板屋根のため金属類の発生量が多く

なっています。

　一方，ダイオキシン類の発生量の9割は廃棄物の焼

却により発生するとの報告もあることから安易な木質

廃棄物の焼却は行えず，埋立処分場の延命化を図るた

めに安易な埋立もできません。

　別の報告（本誌10年6月号）では，本道の木質廃棄

物のうち工場残材156万m3/年の再利用率は95％である

のに対して建築解体材等70万m3/年は29％に止まって

います。これらの物質循環を表したのが図2です。今

後は，焼却，埋立処分や不法投棄から再利用・再生利

用への転換を促進し，系外からの木材輸入の極小化と

廃棄の極小化をすすめ，ゼロエミッション社会（廃棄

物が出ないように資源をとことん使い回す社会）に向

けた努力が必要です。

　このとき，四つの順序で努力しなければならず（図

3），発生抑制こそが基本です。木造住宅でいえば，

北米の2×4住宅のように住宅の更新周期96年を達成
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図2　北海道の建設関連木材循環図

①発生抑制　Reducing

②再利用　　Reusing

③再生利用　Recycling

　1）物理的利用　Material recycling

　　　2）化学的利用　chemical recycling
　　　　3）熱利用　　　Thermal recycling

④再利用・再生利用できないときの
　適正処理（焼却または埋立処理）

図3　廃棄物のカスケード利用

するよう，過去に叫ばれたセンチュリーハウジングシ

ステム，中古住宅市場の確立が望まれます。

　現在検討中の建設工事の特定資材再資源化法案では，

解体時に再資源化しやすいよう木材やコンクリートな

ど材質ごとに分ける分別解体が義務づけられており，

これまで以上に木造住宅解体材が排出されることにな

ります。また，コンクリート，アスファルト，木材は

再資源化も義務づけられることになります。オイルショッ

クを経て省エネルギー法が施行され，平成期になって
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高い居住水準（広い床面積，高断熱・高気密，高耐久）

が確立されました。本道の一戸建木造住宅の建設時期

別戸数のうち，それ以前の昭和期の住宅が約124万戸

を占め（図4），これらは機能性の面からセンチュリー

ハウスにはならないと思われることから，今後長期に

渡って木造住宅の解体と建替が継続されるでしょう。

つまり，今後も70万m3/年程度の木造住宅解体材等が

発生することが予想されます。

　また，道路工事やダム開発や土地造成に伴う産業廃

棄物である抜根，枝条も膨大な量が排出されています。

北海道水産林務部が調べた平成8年度実績では，少な

く見積もっても道内では約30万トン/年以上の抜根が

公共土木関連工事から発生しています。

　9年からは焼却施設のダイオキシンの排出が規制さ

れ，14年12月1日からはさらに厳しい基準値となるた

め（P.12，表1参照），今後は既設の焼却施設の廃止

が相次ぎ，新設も減少することが予想されます。

　埋立処分場容量の減少とあいまって，もはやかさば

る木質廃棄物（建築解体材，新築廃材，廃流通資材，

抜根・枝条など）を安易に廃棄することはできない時

代が迫っています。このことはどの材料にも当てはま

ることで，ライフサイクルアセスメントによる適材適

所な用途と最終処理を考えた設計・製造，利用，再生

利用，廃棄の仕方が求められる時代が始まりました。

　木質廃棄物中間処理施設
　現在，道内には表3に示す木質廃棄物再資源化工場

（中間処理施設）が稼動しています。これは，図3の

カスケード型利用でいう③再生利用に当たる施設です。

図4　北海道の現存木造住宅建築時期別戸数
出典．北海道の林産業，平成9年度版，北海道水産林務部
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　また，④適正処理(焼却または埋立処理)に当たる

施設を表4に示します｡この表において木くずは,焼

却施設では産業廃棄物，最終処分場(埋立処分場)で

は管理型の範疇となります。埋立処分場が満杯とな

る将来は，次世代型焼却炉といわれるガス化溶融炉

（P.13，図1参照）が完成するでしょう。解体材中の

木質材料には防腐処理材のほかにも環境に影響を与

えるかもしれない接着剤，塗料などが含まれており

(表5),この中で危険と分かったものはこの炉で安全

に焼却され発電用燃料となるでしょう。

　　　　　　　　　　　（林産試験場　再生利用科）

表3　北海道の木質廃棄物再資源化工場

北海道の木質廃棄物の実態

表4　支庁別の産業廃棄物処理施設数
　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成10年3月末現在）

表5　木質材料・製品における環境影響の可能性のある物質
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機械解体現場 手解体現場

分別解体材（良質な柱・梁） 分別解体材

管理型処分場に埋立てされる混合解体材　混合解体材（通称ミンチ解体材）

　廃流通資材（パレット，ドラム，梱包材） 　抜根・枝条

　写真　木質廃棄物の実態

林産試だより　2000年3月号
－5－


